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我国の経済情勢は、昨年来のリーマン・ショックによる世界的金融不安の影響を受け、

株価の下落や投資の抑制等により景気が悪化するとともに、企業のリストラ等による雇用

不安を招きました。 

また、建設業界は官公庁工事の削減が続くなか、民間工事においても景気悪化による企

業の投資意欲の低下と受注競争激化等により受注高・営業利益が低下し、引き続き厳しい

状況が続いています。また、９月に自民党から民主党に政権が交代し、今後の公共事業へ

の不透明感も出てきています。 

このような環境のなかで、当社の平成 20年度の決算について説明します。売上高は財団

法人地域地盤環境研究所からの地盤工学研究部門、東京事務所、九州地盤環境研究所の事

業譲渡による人員の増員、業容の拡大に努めた結果、約 315 百万円と前年に比して約３倍

増となりました。受注業務の主な取引先としては、大阪ガス、ＮＴＴインフラネット、鹿

島建設・大成建設・大林組等の大手ゼネコンがあり、地盤調査、計測、地盤解析、コンサ

ルタントが主な業務内容となっています。これに対して売上原価は約 229 百万円となり、

売上利益は約 86百万円となり、前年に比して大幅増になりました。 

一方、経費面では、販管費が人件費を中心に約 88 百万円となり、営業外損益も約▲99

万円となり、経常損益は約▲245万円となりました。これに特別損益の約 258万円を加え、

12万 5,678円の税引前利益を計上しました。 

今後の収益向上に向けては、厳しい社会情勢の中ではありますが、全社一丸となって技

術力と営業力の向上を図り、売上高のさらなる向上と販管費の経費削減に務め、来期の利

益確保に努力する所存であります。株主の皆様にはなお一層の御協力、御支援をお願いい

たします。 



(単位：円)

科目 金額 科目 金額 科目 金額

Ⅰ.流動資産 Ⅰ.流動負債 【売上高】 【315,316,089】
　　現金 　　支払手形 　販売売上 13,945,300
　　現金(小口) 645,480 　　買掛金 753,292 　調査解析業務 301,370,789
　　当座預金 30,271,514 　　短期借入金 70,443,580 　売上値引･戻高

　　普通預金 320,903 　　未払金 14,396,098 【売上原価】 【228,984,519】
　　定期預金 15,071,085 　　未払費用 9,219,221 【売上総利益】 【86,331,570】
　　受取手形 10,340,000 　　前受金 【販売費及び一般管理費】 【87,803,432】
　　売掛金 346,500 　　預り金 2,124,177 【営業利益】 【▲1,471,862】
　　調査解析未収入金 69,342,997 　　仮受金 【営業外収益】 【166,872】
　　期日未収入金 20,700,000 　　預り有価証券 　受取利息 30,075
　　貸倒引当金 ▲573,000 　　消費税仮受金 　雑収入 136,797
　　商品 1,296,305 　　未払消費税 5,655,300 【営業外費用】 【1,153,332】
　　未成業務支出金 25,372,638 　　未払法人税等 　支払利息 1,114,667
　　前払費用 2,292,041 　　賞与引当金 　貸倒損失

　　短期貸付金 Ⅱ.固定負債 　雑損失 38,665
　　未収入金 139,860 　　長期借入金 19,524,000 【営業外損益】 【▲986,460】
　　立替金 　負債合計 122,115,668 【経常利益】 【▲2,458,322】
　　仮払金 ▲532,012 【特別利益】 【3,157,000】
　　消費税仮払金 Ⅰ.株主資本 　固定資産売却益

Ⅱ.固定資産 　(資本金) (20,500,000) 　貸倒引当金戻入 157,000
　(有形固定資産) (398,625) 　(資本剰余金) 　賞与引当金戻入 3,000,000
　　機械装置 　　資本準備金 　その他の特別損益

　　工具器具備品 398,625 　　その他資本剰余金 【特別損失】 【573,000】
　(無形固定資産) (2,606,000) 　(利益剰余金) (44,081,949) 　固定資産売却損

　　電話加入権 872,300 　　利益準備金 3,346,000 　固定資産除却損

　　ソフトウェア 1,733,700 　　別途積立金 6,800,000 　賞与引当金繰入

　(投資等) (3,658,681) 　　退職積立金 5,000,000 　貸倒引当金繰入 573,000
　　投資有価証券 2,000,000 　　繰越利益剰余金 28,935,949 【特別損益】 【2,584,000】
　　保証金･敷金 1,658,681 　(自己株式) (▲5,000,000) 税引前当期純利益 125,678
　　長期前払費用 法人税等 0

Ⅱ.評価換算差額等 当期純利益 125,678
　　その他有価証券評価差額金 棚卸資産の棚卸方法及び評価基準

　 　◎ 棚卸方法　実地棚卸　　◎ 評価基準　最終仕入原価法

Ⅲ.新株予約権

純資産額合計 59,581,949
資産合計 181,697,617 負債･純資産合計 181,697,617

純資産の部

【175,034,311】

【6,663,306】

【59,581,949】

【102,591,668】

【19,524,000】

損　益　計　算　書
平成２１年 ９月３０日現在

資産の部 負債の部

貸　借　対　照　表
自 平成２０年１０月 １日
至 平成２１年 ９月３０日

(単位:円)



科目 金額 科目 金額

　給与手当 20,517,938 【材料費】

　賞与 2,156,100 (主材料費） (11,854,875)
　雑給 3,617,750 　期首商品･製品棚卸高 6,025,000
　日当 　材料仕入高 7,126,180
　通勤手当 1,687,325 　期末商品･製品棚卸高 ▲1,296,305
　法定福利費 3,480,008 (材料仕入値引･戻し高)

　福利厚生費 1,405,134 【労務費】

〔人件費計〕 　賃金手当 82,844,644
　外注費 10,256,992 　賞与 6,948,900
　事務代行費 　雑給 1,365,511
　ガソリン代 　通勤手当 3,533,071
　旅費交通費 5,483,885 　法定福利費 12,326,876
　運賃荷造費 65,964 　福利厚生費

　広告宣伝費 【外注費】

　通信費 3,126,485 　外注加工費 116,993,080
　水道光熱費 273,793 【経費】

　消耗品費 939,089 　水道光熱費

　会議費 1,036,994 　ガソリン代

　接待交際費 989,960 　修繕費

　賃借料 10,300,998 　運賃荷造費 89,756
　保険料 2,615,676 　消耗品費 944,910
　退職給付費用 6,791,385 　通信費 160,358
　修繕費 4,382,944 　旅費交通費 6,267,117
　支払手数料 314,132 　接待交際費 553,414
　租税公課 182,607 　保険料 153,230
　減価償却費 484,232 　租税公課 314,000
　研究費 665,428 　減価償却費

　新聞図書費 154,061 　賃借料

　リース料 1,156,145 　リース料

　レンタル料 1,145,643 　支払手数料 26,515
　備品費 1,697,083 　寄付金 500,000
　作業費 144,914 　会議費 292,526
　雑費 2,730,767 　研究費 18,095
〔経費計〕 　新聞図書費 22,859

合　計 87,803,432 　備品費 318,810
　レンタル料 155,300
　作業費

　雑費 259,030
当期原価総費用 245,942,877
期首未成業務支出金 8,414,280
期末未成業務支出金 25,372,638
当期原価計 228,984,519

販売費及び一般管理費

〔32,864,255〕

製造原価報告書

【11,854,875】

〔54,939,177〕

【107,019,002】

【116,993,080】

【10,075,920】

(単位:円)

自 平成２０年１０月 １日
至 平成２１年 ９月３０日

自 平成２０年１０月 １日
至 平成２１年 ９月３０日

(単位:円)



Watanabe
テキストボックス

Watanabe
テキストボックス

Watanabe
テキストボックス

Watanabe
テキストボックス



 

注注注注        記記記記        表表表表    

 

自 平成 ２０ 年 １０ 月 １ 日 

至 平成 ２１ 年 ９ 月 ３０ 日 

 

 

(会社名) 株式会社 地域地盤環境研究所 

 

注 

 １ 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

     該当なし 

 

 ２ 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

・棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品・・・個別法 

  材料・・・最終仕入原価法 

   

(2) 固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産・・・定率法を採用している。（ただし、平成 10年 4月 1日以降

に取得した建物(附属設備を除く)については定額法）を採用

している。 

 

(3) 引当金の計上基準 

 貸倒引当金・・・法定税法の規定に基づく限度額 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

 売上・・・引渡し基準 

 仕入・・・検収基準 

   

(5) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 

 税抜き方式 

   

 

３ 貸借対照表関係 

(1) 担保に供している資産及び担保付債務 

① 担保に供している資産の内容及びその金額   

該当なし 

    

② 担保に係る債務及び保証債務の金額   

該当なし 

  

(2) 取締役、執行役、会計参与、又は監査役との間の取引による取締役、執行役、会計 

参与又は監査役に対する金銭債権及び金銭債務 

   該当なし 

 

 

 

 

 



４ 株主資本等変動計算書関係 

(1) 事業年度末日における発行済株式の種類及び数 

     普通株式 31,000株 

 

(2) 事業年度末日における自己株式の種類及び数 

     自己株式 10,000株 

 

(3) 事業年度中に行った剰余金の配当 

     効力発生日    平成 21年 1月 22日 

配当総額           95,000円 

     1株当りの配当額                10円 

     配当原資               利益剰余金 

 

(4) 事業年度末日後に行う剰余金の配当 

     配当総額      210,000円 

     1株当りの配当額     10円 

 

５ 重要な後発事象 

     該当なし 
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